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Ⅰ　緒　　言
　本研究は，総合型地域スポーツクラブにお
ける学校体育支援活動の実態を明らかにし，
特に北海道におけるプロジェクト選定クラブ
について，学校体育支援活動による効果を明
らかにするものである。
　総合型地域スポーツクラブは，平成７年に
当時の文部省が推奨し，全国７モデルクラブ
から始まり，平成24年７月時点では3,048ク
ラブが設立されている。そして，愛知県半田
市にある成岩スポーツクラブはじめ，全国で
も有名な先進クラブも数多く存在し，それぞ
れ拠点クラブ（注）としてその役割を担って
いる。
　一方，学校体育においては，少子化，教員
数の減少，多忙化による，部活動の衰退が顕
著となり，外部指導者，合同チーム化により
それらの問題を解消しようとしているが，新
たな問題も浮かび上がっており，根本原因の
解決には至っていないのが現状である（永谷
2011，中澤2011a，中澤2011b，西島2002）。
また，体育授業においても専門指導者派遣が
実施されている（大勝2011）。
　平成12年度にはじまった10ヶ年にわたる
スポーツ振興基本計画が平成21年度に終了
し，あらたなスポーツ振興施策を検討する過
程において，平成22年にスポーツ立国戦略が
策定された。その後，平成23年にスポーツ基
本法が制定され，トップスポーツとの「好循
環」をキーワードに，地域における拠点クラ
ブを中心に展開しようとしている。
　文部科学省は，こうしたスポーツによる立
国戦略に基づき，「好循環」を創造するため
のプロジェクトとして，平成23年には「元気
な日本スポーツ立国プロジェクト」（図１），
平成24年には「地域スポーツとトップスポー
ツの好循環推進プロジェクト」（図２）を実
施している。この２つのプロジェクトに共通
していることは，トップアスリートを活用し
ていることである。そして，そのトップアス
リートを総合型地域スポーツクラブ（拠点ク
ラブ）を通じて小学校等に派遣し，外部指導
者や体育活動のコーディネーターとして活動
させている。
　そこで，本研究では，拠点クラブにおける
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図1　平成23年度元気な日本スポーツ立国プロジェクト概要
文部科学省ホームページより
図2　平成24年度地域スポーツとトップスポーツの好循環推進プロジェクト概要
文部科学省ホームページより
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学校体育支援活動の実態を明らかにし，そう
した活動が部活動の衰退に歯止めをかけ，ま
た体育授業の活性等につながるものかどうか
明らかにしようとするものである。具体的に
は，北海道で選定された２つの拠点クラブを
調査し，学校体育支援活動状況を明らかにし，
どのような効果があり，今後どのような展開
を目指すものか，クラブマネージャーのイン
タビューから明らかにするものである。
Ⅱ　方　　法
１．拠点クラブにおける学校体育支援活動状
況を明らかにする。
２．北海道で選定された拠点クラブにおける
これまでの活動状況を明らかにする。
３．北海道で選定された拠点クラブにおける
学校支援活動を明らかにする。
４．クラブマネージャーインタビューから学
校体育支援活動について考察する。
Ⅲ　結果と考察
１．拠点クラブにおける学校体育支援活動状況
　平成24年文部科学省では，「地域スポーツ
とトップスポーツの好循環推進プロジェク
ト」を実施している。このプロジェクトは，
スポーツ立国戦略にあるトップスポーツと地
域スポーツの好循環のために，連携や協動の
推進を図ろうとするものである。すでに，平
成23年には「元気な日本スポーツ立国プロ
ジェクト」として，スポーツコミュニティー
の形成促進とトップアスリートの育成・強化
事業が実施されている。
　この２つのプロジェクトは，トップアスリー
ト等の配置を通じた拠点クラブの育成であっ
たり，地域スポーツとトップスポーツの好循
環を実現したりすることが目的である。具体
的には，拠点クラブから小学校へアスリート
を派遣し，巡回指導や体育コーディネーター
として授業支援を実施している。選定状況は
（表１）に示す通りである。トップアスリート
にとってはセカンドキャリアとしての位置づ
けされているが，好循環を生み出すきっかけ
として大きな役割を担うものである。
　平成23年の「元気な日本スポーツ立国プロ
ジェクト」（図１）は，拠点クラブを全国で
300箇所へ，またコミュニティースポーツク
ラブ10,000箇所設置を目指し，トップアスリー
トによる巡回指導，地域の課題解決，小学校
体育活動支援を実施するものである。先のロ
ンドンオリンピックにおいて注目されたマル
チサポート事業もこのプロジェクトの一環で
実施されているものである。そして，平成24
年の「地域スポーツとトップスポーツの好循
環推進プロジェクト」（図２）は，全国46箇
所の拠点クラブで実施されている。北海道に
おいては，平成24年のプロジェクトには２つ
のクラブが選定されており，この２つのクラ
ブは，平成23年のプロジェクトも実施してい
る。この２つのプロジェクトは，それぞれ単
年度事業として実施されているものの，多く
のクラブが２年間連続して選定されている。
２．北海道で選定された拠点クラブにおける
これまでの活動状況
　北海道で選定された拠点クラブは２つ（A
クラブとBクラブとする）ある（表２）。両
クラブとも平成23年のプロジェクトからの引
き続きとして実施しているが，平成24年のプ
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表１　平成23年度「元気な日本スポーツ立国プロジェクト」
　　　平成24年度「地域スポーツとトップスポーツの好循環推進プロジェクト」選定クラブ一覧
平成23年度プロジェクト 平成24年度プロジェクト
トップアスリ トー
巡回指導
地域の
課題解決
小学校体育
活動支援
トップアスリ トー
巡回指導
地域の
課題解決
小学校体育
活動支援
1 北海道 幕別町Aクラブ ○ ○ ○ ○ ○ ○
2 北海道 札幌市Bクラブ ○ ○ ○ ○
3 青森県 八戸市Cクラブ ○ ○ ○ ○ ○
4 岩手県 北上市Dクラブ ○ ○ ○ ○ ○ ○
5 山形県 山形市Eクラブ ○ ○ ○ ○ ○ ○
6 山形県 尾花沢市Fクラブ ○ ○ ○ ○
7 福島県 郡山市Gクラブ ○ ○ ○ ○
8 群馬県 前橋市Hクラブ ○ ○ ○ ○ ○ ○
9 群馬県 前橋市Iクラブ ○ ○
10 埼玉県 川口市Jクラブ ○ ○ ○ ○ ○ ○
11 埼玉県 浦和市Kクラブ ○ ○ ○ ○ ○ ○
12 千葉県 習志野市Lクラブ ○ ○
13 千葉県 栄町Mクラブ ○ ○ ○ ○ ○
14 東京都 大田区Nクラブ ○ ○ ○ ○ ○ ○
15 東京都 練馬区Oクラブ ○ ○ ○ ○ ○ ○
16 東京都 調布市Pクラブ ○ ○ ○ ○ ○
17 東京都 小平市Qクラブ ○ ○ ○ ○
18 神奈川県 平塚市Rクラブ ○ ○ ○ ○ ○ ○
19 神奈川県 横浜市Sクラブ ○ ○ ○ ○ ○
20 神奈川県 横浜市Tクラブ ○ ○ ○ ○
21 神奈川県 川崎市Uクラブ ○ ○ ○ ○ ○
22 山梨県 中央市Vクラブ ○ ○ ○ ○ ○ ○
23 長野県 上田市Wクラブ ○ ○ ○ ○ ○ ○
24 新潟県 新発田市Xクラブ ○ ○ ○ ○ ○ ○
25 新潟県 村上市Yクラブ ○ ○ ○ ○
26 新潟県 聖籠町Zクラブ ○ ○
27 富山県 富山市AAクラブ ○ ○ ○ ○
28 富山県 射水市BBクラブ ○ ○ ○ ○ ○ ○
29 石川県 かほく市CCクラブ ○ ○ ○ ○ ○ ○
30 静岡県 掛川市DDクラブ ○ ○ ○ ○
31 愛知県 半田市EEクラブ ○ ○ ○ ○ ○ ○
32 岐阜県 神戸町FFクラブ ○ ○ ○ ○
33 滋賀県 大津市GGクラブ ○ ○ ○ ○ ○
34 大阪府 大東市HHクラブ ○ ○ ○ ○ ○ ○
35 大阪府 大阪市IIクラブ ○ ○
36 大阪府 豊中市JJクラブ ○ ○ ○ ○
37 兵庫県 播磨町KKクラブ ○ ○
38 兵庫県 たつの市LLクラブ ○ ○
39 兵庫県 神戸市MMクラブ ○ ○ ○
40 広島県 三次市NNクラブ ○ ○
41 広島県 廿日市市OOクラブ ○ ○ ○ ○ ○
42 山口県 山口市PPクラブ ○ ○ ○
43 山口県 岩国市QQクラブ ○ ○
44 高知県 高知市RRクラブ ○ ○ ○ ○ ○
45 愛媛県 今治市SSクラブ ○ ○ ○ ○ ○
46 福岡県 福岡市TTクラブ ○ ○ ○
47 福岡県 久留米市UUクラブ ○ ○ ○ ○ ○
48 大分県 大分市VVクラブ ○ ○ ○ ○ ○ ○
49 大分県 豊後高田市WWクラブ ○ ○
50 宮崎県 宮崎市XXクラブ ○ ○ ○ ○ ○
51 鹿児島県 鹿児島市YYクラブ ○ ○ ○ ○ ○ ○
52 鹿児島県 鹿屋市ZZクラブ ○ ○ ○ ○
53 鹿児島県 霧島市ABクラブ ○ ○ ○
54 沖縄県 那覇市CDクラブ ○ ○ ○ ○ ○ ○
55 沖縄県 糸満市EFクラブ ○ ○ ○
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ロジェクトでは，Aクラブがトップアスリー
ト等による巡回指導と小学校体育活動コー
ディネーター派遣の両方の選定を受けている
が，Bクラブは後者のみの選定である。
　Aクラブは，幕別町にあるサッカーチーム
を主体としたクラブである。平成12年にス
タートして，現在会員数は313名を数えてい
る。幼稚園から高校生がおおむね150名，保
護者や一般会員が残り150名である。サッカー
チーム事業のほか，スクール・サークル事業，
イベント事業が展開され，学校体育支援活動
は，イベント事業の地域貢献活動に位置づけ
ている。
　Bクラブは，札幌市内にある同じくサッ
カーチームを主体としたクラブである。昭和
54年にサッカースクールとして開校し，会員
数は551名にのぼり，スクール出身のJリー
ガーが存在するなど，歴史あるクラブである。
サッカーチームは競技力向上および育成部門
として位置づけ，学校体育支援活動は，サッ
カーはじめフットサル，フィットネス，バド
ミントンなど，生涯スポーツ普及振興部門と
して位置づけている。
３．北海道で選定された拠点クラブにおける
学校支援活動
　Aクラブの学校体育支援活動（表３）とし
ては，町内4校はじめ道内８小学校へ体育支
援活動コーディネーターとして総数15名を派
遣している。週２〜３日体育授業補助やサッ
カーはじめそのほか多くの指導，運動会前指
導，体力測定を実施している。トップアスリー
ト派遣は，スポット事業として，地元出身の
オリンピック選手はじめ，Jリーグ選手など
が小学生や中学生を対象として実施し，地域
コミュニティーの創造に貢献している。
　Bクラブの学校体育支援活動（表３）とし
ては，クラブ周辺の５小学校へ体育支援活動
コーディネーターとして総数16名を派遣して
いる。週２〜３日体育授業補助，サッカーは
じめゴール型スポーツの指導を実施してい
る。Bクラブにおいては，トップアスリート
派遣事業について選定がないので実施されて
いない。
表２　北海道で選定された拠点クラブの概要
Ａクラブ Ｂクラブ
所在地 幕別町 札幌市
活動歴
H12年　サッカー少年団として60名で活動開始
H17年　13歳/14歳以下，7歳以下チームの活動
開始
H19年　クラブチームとしてスタート
H20年　総合型地域スポーツクラブ育成指定認定
H22年　総合型地域スポーツクラブとして正式
設立
H23年　NPO法人認定
S54年　サッカースクールとして開校
H04年　スクール出身初のJリーガー誕生
H06年　ジュニア・ユースコース設立
H14年　NPO法人認定
H15年　総合型地域スポーツクラブ化目指し名
称変更
H16年　総合型地域スポーツクラブとしてス
タート
H18年　社会人チーム設立
主な事業
サッカーチーム事業
（U-12 U-15）
スクール・サークル事業
（短期・長期・サークル）
イベント事業
（スポーツ交流・スポーツ大会・地域貢献）
競技力向上・育成部門
（サッカー）
生涯スポーツ普及振興部門
（サッカー・フットサル・フィットネス・バド
ミントン）
会員数 313名 551名
会　費 年会費5,000円　1,000円/月〜25,000円/年 年度会費　6,000円　3,000円／月〜9,000円／月
toto助成 あり あり
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４．学校体育支援活動についてのクラブマ
ネージャーインタビュー
　こうした学校体育支援活動について，それ
ぞれのクラブマネージャーにインタビュー調
査を実施した（表４）。主な調査内容としては，
プロジェクト申請の経緯，クラブにおける学
校支援活動の現状，学校体育支援活動実施前
後の変化，今後の学校体育支援活動について
である。
表３　北海道で選定された2つの拠点クラブにおける学校支援活動
Aクラブ Bクラブ
小学校
体育支援員
町内４小学校を含む，全道８小学校への体育支
援員派遣．
週２〜３日の体育授業補助，サッカーはじめ多
くの指導実施．
そのほか，運動会補助，体力測定補助実施．
（コーディネーター数15名）
クラブ周辺の５小学校へ体育支援員派遣．
週２〜３日の体育授業補助，サッカーはじめ
ゴール型の指導．
（コーディネーター数16名）
トップ
アスリート
派遣
総合型地域スポーツクラブが設立されている町
村を中心に，全道７クラブへの定期的なトップ
アスリート派遣によるジュニアスポーツ指導の
実施．
全道各地へのトップアスリート派遣により，事
業の理解と普及を目指し，トップアスリートと
の交流イベントを通じた地域コミュニティーの
創造．
＜実施例＞（延べ28名）
元Jリーガーによるトレーニング教室
オリンピック代表選手による講演会
元オリンピック代表選手による教室
※40名近くがリストアップされ，計画的に実施
事業として選定なし．
表４　クラブマネージャーへの学校体育支援活動についてのインタビュー概要
Aクラブ Bクラブ
プロジェクト
申請の
経緯
平成23年度のプロジェクトからのほぼ継続事業
として申請している．
事前に周知メールで知っており，十勝振興局か
らの推薦もあった．
平成23年度のプロジェクトからの継続事業とい
う位置づけで申請している．
案内については，文科省，石狩支庁からのメー
ルや文書で知っていた．
クラブに
おける学校
体育支援
活動の現状
すでに，平成23年度のプロジェクトにより予算
を付けて実施されている．
それ以前からも，小学生対象の支援事業は実施
していた．
幼稚園に対する指導も実施している．
すでに，平成23年度のプロジェクトにより実施
してきている．
幼稚園巡回指導が主な実施内容であるが，平成
24年度からは，小学校体育活動コーディネー
ター，地域課題解決については，新たな取組で
あるので，これまでのノウハウを生かして実施
している．
学校体育
支援活動
実施前後の
クラブの
変化
特に変化はないものの，既存の事業ではなく，
新たに小学校体育支援員として，あるいはトッ
プアスリートを派遣したことにより，クラブと
しての実績を積み上げることができた．
そして，幕別でもトップアスリートとふれあう
ことができたことが有益であった．
すでに幼稚園での実績があるため，補助により
実施回数が増えたこと，あらたな会員層の掘り
起しにはつながった．
しかしながら，クラブでできる範囲でしか実施
出来ないため，大きな変化はまだ見られない．
子どもの体力低下の改善に少しでもつなげられ
ればと思っている．
今後の学校
体育支援
活動に
ついて
単年度事業であるため，今後は町予算に計上さ
せて，継続させていきたい．
やはり，予算付けが困難なため，補助がなくな
ると，実施回数を以前程度に戻すしかない．
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　Aクラブでは，すでに幼稚園に対する指導
を実施していたが，新たに小学校へトップア
スリートを派遣したり，体育授業支援を実施
したことにより，クラブの実績を積み上げる
ことにつながり，幕別でもトップアスリート
にふれあう機会がもたらされたことは，非常
に有益であった。しかし，新たな事業展開は
図れたものの，特に大きな変化が見られた分
けではないとのことであった。
　Bクラブにおいても，幼稚園の巡回指導を
積極的に実施していたが，今回のプロジェク
トにより，小学校体育活動コーディネーター
と地域課題解決事業については，新たな取組
であったが，これまでのノウハウを生かしな
がら実施できたことは非常に良いことであっ
た。また，実施回数が増え，新たな会員層の
掘り起しにつながる期待が感じられたが，ク
ラブとしてできる範囲はまだまだ限られるた
め，大きな変化としては感じられていないと
のことであった。
まとめ
　本研究は，拠点クラブにおける学校体育支
援活動について，北海道で選定された２つの
拠点クラブマネージャーのインタビューか
ら，その実態や効果を明らかにしようとする
ものである。
　両クラブとも平成23年と平成24年のプロ
ジェクトにそれぞれ選定されたことにより，
拠点クラブとしてトップアスリートの派遣や
小学校体育活動コーディネーターなどの事業
を実施することとなった。これまでの実績あ
る活動を評価されたこともあり，活動に関す
るノウハウやネットワークには不足はなく，
滞りなく事業が遂行されている様子が伺え
た。
　特に，トップアスリート派遣による事業
は，子どもたちにとってインパクトが強く，
事業効果としては高いものがあると感じられ
た。小学校体育活動コーディネーターについ
ては，学校体育授業の補助として，教員のサ
ポートであったり，行事の補助などが実施さ
れていた。小学校が中心であり，中学生以上
の部活動に対する事業ではなかった。
　これらのことから，このプロジェクトは，
現在の学校体育における問題や課題につい
て，無論全てを解決できるわけではないが，
「好循環」をキーワードとしたきっかけにな
るものであると感じた。しかしながら，事業
が単年度であり，また，トップアスリートに
とってもセカンドキャリアとしての位置づけ
でもあることから，継続性が大きな問題とな
る。
　最後に，中学生以上の運動部活動にとって
は，イベントや教室などに派遣されたトップ
アスリートとふれあう機会はできたものの，
そのほか顕在している問題や課題の解決につ
ながるわけではないため，拠点クラブと学校
体育におけるハードとソフトの補完性や地域
による一貫指導体制の確立につなげていくこ
とができればと考える。
注　　記
（注）拠点クラブ：拠点クラブとは，総合型
地域スポーツクラブ等の拠点となるクラブ
を指す。地域スポーツでは，トップアスリー
ト等の活躍により，地域・学校でのスポー
ツへの参加機運を向上させ，従前の教育委
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員会中心のスポーツ振興から，住民が自立
的に運営する「拠点クラブ」を中心とした
スポーツコミュニティーすなわち「新しい
公共」の形成を促進するものとしている。
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